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対象住宅提供者のための起草上の注意（計画書に一字一句書き写さないこと）：この見本には、対象HUDプログラム全体に適用される緊急転居計画書の一般的な条項のみが含まれています。緊急転居計画書がどのように運用されるのかについての詳細な情報が提示されないままでは、この計画書見本を採用しても、緊急転居計画書を実施する対象住宅提供者としての責任を十分に果たすことはできません  対象住宅提供者（CHP）は、独自の緊急転居計画書を策定する際に、適用される規則およびプログラム固有のHUDガイダンスを参照し、計画書に必要な要素がすべて含まれているようにする必要があります。  本文中の括弧内の指示や斜体で示された起草上の注釈は、CHPが方針を作成する際の参考として提供されたものであり、実際の計画書には含めず削除する必要があります。  「［CHP略称］」は、対象住宅提供者の略称に置き換えてください。

家庭内暴力、デートDV、性的暴行、ストーカー行為の被害者のための緊急転居計画書見本
[CHP名を挿入; HOPWA提供者の場合、助成団体名を挿入「[CHP略称]」は、入居者の安全について懸念しており、その懸念は、家庭内暴力、デートDV、性的暴行、ストーカー行為の被害者である入居者にも及びます。  [CHP略称]では、1994年に改正された女性に対する暴力禁止法（以下、「VAWA」）に基づき、家庭内暴力、デートDV、性的暴行、ストーカー行為の被害者である入居者は、現在の住戸から別の住戸への緊急転居を要請することができます。  VAWAの保護は女性に限られたものではありません。  被害者は、人種、肌の色、国籍、宗教、性別、家族構成、障害、年齢など、保護特性によって差別されることはありません。  
この計画書では、緊急転居の対象となる賃貸物件、緊急転居を要請するために必要な書類、守秘義務、緊急転居の方法、安全に関する指針が示されています。  この計画書は、連邦規則集（CFR）24章5節Lの連邦規則、関連プログラム規則、米国住宅都市開発省（HUD）が公表した緊急転居計画書見本に基づいています。  HUDは、[プログラム名または賃貸補助名を挿入]がVAWAを遵守していることを監督する連邦機関です。

定義 
· 外部緊急転居とは、入居者を別の住戸へ緊急に転居させることを指し、その入居者は新規入居者として扱われます。つまり、入居者は新しい住戸に住むために入居手続きを行う必要があります。[CHPは外部転居の例を提供することができます。]
· 内部緊急転居とは、入居者を別の住戸へ緊急に転居させることを指し、入居者は新規入居者として扱われません。つまり、入居者は申請手続きを経ることなく、新しい住戸に住むことができます。[CHPは内部転居の例を提供することができます。]
· 安全な住戸とは、VAWAにおける暴力/虐待の被害者が安全だと感じる住戸のことです。 
· VAWAにおける暴力/虐待とは、24 CFR 5.2003および「家庭内暴力、デートDV、性的暴行、またはストーカー行為に関する証明書」（フォームHUD-5382）で定義されている、家庭内暴力、デートDV、性的暴行、またはストーカー行為に関する事件または事案を意味します。 

緊急転居の資格
[bookmark: _Hlk519165987]入居者は、入居者やその世帯員がVAWAにおける暴力/虐待の被害者である場合、「女性に対する暴力防止法に基づく入居権に関する通知」（フォームHUD-5380）に記載されている通り、他の住戸への緊急転居を要請できます。この緊急転居計画書では、緊急転居に関する詳細情報を記載しており、[CHP略称]は求めに応じてその写しを提供しなければなりません。[CHP略称]は、緊急転居の資格を証明するために、フォームHUD-5383などの緊急転居要請書の提出を求めることがあります。
[bookmark: _Hlk58510272]以下の場合、緊急転居の対象となります。
1. [bookmark: _Hlk58412901]入居者（または世帯員）がVAWAにおける暴力/虐待の被害者である 
2. 入居者が明示的に緊急転居を要請している
3.  以下のいずれかに該当する
a. [bookmark: _Hlk57891523]入居者（または世帯員）が同じ住戸に留まれば、トラウマを含むさらなる暴力による差し迫った危害の脅威があると合理的に考えられる 
b. 入居者（または世帯員）が性的暴行の被害者であり、現在の住戸に留まった場合、トラウマを含むさらなる暴力による差し迫った危害の脅威があると合理的に考えられる、または性的暴行が敷地内で発生し、その暴行が発生した日から90日以内（土日祝日を含む）に緊急転居を要請している

[CHP略称]は、緊急転居要請に際し、緊急転居の評価または提供の一環として、家賃滞納の有無を評価してはなりません。家賃滞納の有無は、VAWAに基づく緊急転居を要請する権利に影響しません。  

緊急転居方針

[該当する場合は、以下を含む、CHPの緊急転居方針を挿入]
安全な住戸にすぐ入居可能な場合の内部転居： 
[緊急転居要請が完全に受理され、情報の矛盾や不足がない場合における承認または却下の判断までの期間、可能であれば被害者の所在地を開示しない形で提示される内部転居の選択肢、他の転居希望者と比較して与えられる優遇などに関するCHPの方針を挿入]
安全な住戸にすぐ入居可能でない場合の内部転居： 
[承認または却下の判断までの期間、可能であれば被害者の所在地を開示しない形で提示される内部転居の選択肢、他の転居希望者と比較して与えられる優遇などに関するCHPの方針を挿入]
外部転居： 
[CHPの緊急転居を促進する役割、外部CHPとの転居契約の特定とその内容の説明、地域社会のパートナーや安価な住宅の選択肢の紹介、また、緊急転居要請が完全に受理され、情報の矛盾や不足のない場合における承認または却下の判断までの期間、他の転居希望者と比較して与えられる優遇などに関する方針を挿入]
[住宅選択バウチャーまたはその他の入居者ベースの賃貸補助を受けている入居者で、緊急転居の資格を有する場合において、その補助を利用して速やかに転居できるよう支援するための方針と手続きを挿入]
VAWAの規定は、対象住宅プログラムで適用される資格要件やその他の入居要件に優先するものではありません。 [CHP略称]は、入居者が転居先の住戸の入居資格を取得できない場合、入居者をその住戸に転居させることができない場合があります。  
緊急転居要請
緊急転居を要請する場合、入居者は、[具体的な連絡先情報、ウェブサイト、メールアドレス、緊急転居要請のための指示事項を挿入]に通知します。[CHP略称]が、家庭内暴力、デートDV、性的暴行、またはストーカー行為に関する書類をまだ持っていない場合、[CHP略称]は、24 CFR 5.2007に従って、この書類の提出を求めることができます。24 CFR 5.2007(b)(2)に基づき、[CHP略称]が受け取った情報に矛盾がない限り、緊急転居の資格を判断するために、VAWAの被害者であることの証明として第三者書類を要求することはできません。[CHP略称]は、この方針の適用に際し、障害のある人に対して合理的配慮を提供するものとします。
CHPが緊急転居要請書を要求する場合
入居者からの緊急転居要請書は、以下のいずれかを含む必要があります。
1. 入居者（または世帯員）が同じ住戸に留まれば、トラウマを含むさらなる暴力による差し迫った危害の脅威があると合理的に考えられる旨の陳述書
2. [bookmark: _Hlk169035493]入居者（または世帯員）が性的暴行の被害者であり、現在の住戸に留まった場合、トラウマを含むさらなる暴力による差し迫った危害の脅威があると合理的に考えられる、または性的暴行が敷地内で発生し、その暴行が発生した日から90日以内（土日祝日を含む）に緊急転居を要請している旨の陳述書 
フォームHUD-5383は、緊急転居要請書として使用することができます。
CHPのための起草上の注意（計画書に一字一句書き写さないこと）
· 緊急転居計画書には、入居者がVAWA被害者の立場を証明する書類を提出するまでの期間（少なくとも14営業日）を記載しなければなりません。
· CHPには、緊急転居要請者に書類を要求する義務はありません。ただし、CHPが緊急転居要請者に書類を要求することを選択した場合、その書類の要件は、CHPの緊急転居計画書に含まれなければならず、24 CFR 5.2005(e)(10)に従わなければなりません。
· CHPには、緊急転居要請書を要求する義務はありません。要請は、CHPの選択により口頭または書面とすることができますが、CHPはその方針および手続きをこの計画書に明記しなければなりません。  
· CHPは、受け取ったVAWAにおける暴力/虐待に関する書類に矛盾がない限り、緊急転居要請者がVAWA被害者であるかどうかを判断するために、第三者書類を要求することはできません。 

転居の優遇措置
	VAWAに基づく緊急転居の資格を有する入居者は、以下に該当する場合、該当しない転居要請者や待機リストに登録されている個人よりも優先されます。[この緊急転居計画書で定められる優遇措置を挿入]
[bookmark: _Hlk58511312]CHPのための起草上の注意（計画書に一字一句書き写さないこと） 
· 緊急転居計画書には、VAWAに基づく緊急転居の資格を有する入居者が、条件に該当しない転居希望者や待機リストへの登録希望者に対して、どのように優遇されるかを明確に記載しなければなりません。
· 緊急転居計画書は、安全な住戸にすぐ入居可能な場合、VAWAの下で入居者が緊急内部転居できるようにするものでなければなりません。
· 緊急転居計画書では、VAWAに基づく緊急内部転居の要請に対し、CHPが他の種類の緊急転居要請ですでに提供している該当する追加的な優遇措置を、最低限受けられるよう保証する必要があります。
· CHPは、緊急外部転居における優遇や入居の優遇措置の適用可否を判断するにあたり、関連するプログラム規則を参照しなければなりません。

守秘義務	
[CHP略称]は、入居者がVAWAの保護について問い合わせまたは要請を行った場合、あるいは入居者または世帯員がVAWAにおける暴力/虐待の被害者であることを表明した場合には、VAWAにおける暴力/虐待、緊急転居の要請、および入居者または世帯員が被害者であるという事実に関する情報を厳重に秘密として取り扱わなければなりません。この情報は、賃貸ファイルとは別に、安全に保管する必要があります。証明書（HUD-5382）および緊急転居要請書（HUD-5383）に記載された情報を含む、緊急転居要請を支援するために入居者本人またはその代理人によって提供されたすべての情報（以下「機密情報」と総称）は、適用される連邦法、州法、または地方法のもとで、その情報の閲覧が正当かつ必要とされる場合に限り、[CHP略称]の明示的な許可を受けた[CHP略称]の職員または請負業者のみが閲覧することができます。
機密情報は、以下の場合を除き、共有データベースに入力したり、他の団体や個人に開示したりしてはなりません。
· 被害者が期間限定で情報を共有する許可を書面で与えた場合
· 退去手続きまたは支援打ち切りに関する審問で使用な場合
· その他、適用される法律で義務付けられている場合
さらに、HUDのVAWA規則は、緊急転居計画書において、VAWAにおける暴力/虐待を行った、または行うおそれのある人物に対して、被害者の住戸の所在地が決して開示されないよう、厳格な機密保持措置を講じることを義務付けています。したがって、[ここに具体的な措置を挿入]

緊急転居の手順
[CHP略称]は、転居要請が承認されてから、入居者が安全な新しい住戸に入居できるまでの期間を特定することはできません。ただし、[CHP略称]は、緊急転居の資格を有する入居者を支援するために、可能な限り迅速に行動します。[CHP略称]が入居可能な住戸を特定した場合でも、入居者がその住戸を安全でないと判断したときは、入居者は別の住戸への転居を要請できます。[CHP略称]は、入居者とその世帯が住戸への入居資格を有していない、または取得できない場合、その住戸に転居させることができない場合があります。
[CHP略称]は、入居者が入居資格を有する安全で入居可能な住戸を所有していない場合は、安全で入居可能な他の対象住宅提供者の住戸を探すための支援を行います。[CHP略称]は、要請に応じて、この計画書に添付されているVAWAにおける暴力/虐待の被害者を支援する地域の団体に連絡できるよう、入居者を支援します。

緊急転居計画書の公開
[bookmark: _Hlk519500093][緊急転居計画書を、要請に応じて、また可能であれば一般に公開するための、CHPの方針を挿入]

CHPのための起草上の注意（計画書に一字一句書き写さないこと） 
· すべての資料は、バリアフリーの代替フォーマットによる提供や、合理的配慮の提供を含め、障害のある人との効果的なコミュニケーションが確保されるよう対応しなければなりません。  
· さらに、CHPは、限定的な英語能力（LEP）を有する個人への対応義務を果たすため、言語アクセス計画書に記載された言語において、VAWA関連フォームを提供できるようにしなければなりません。  

入居者の安全
[CHP略称]が緊急転居に関する問い合わせや要請を受けた場合は、当該者に対し、被害者支援団体の助言や支援を求めることを含め、安全確保のためにあらゆる合理的な予防措置を講じるよう促します。ただし、入居者には被害者支援団体の助言や支援を受ける義務はありません。
VAWAに関する詳細情報およびお住まいの地域での支援については、https://www.hud.gov/vawaをご覧ください。
[家庭内暴力、デートDV、性的暴行、ストーカー行為の被害者に支援を提供している地域の団体の連絡先を挿入]

CHPのための起草上の注意（計画書に一字一句書き写さないこと） 
· 「入居者の安全」に関する項目および関連する追加資料の記載は推奨されますが、必須ではありません。
· CHPが他のCHPと覚書を交わすなどして、転居を支援する取り決めをしている場合は、その情報も緊急転居計画書に添付してください。

この情報収集にかかる公的報告の負担は、対象住宅プログラムの内容によって異なりますが、対象住宅提供者の回答1件あたり、4～8時間と見積もられています。これには、プログラムやプロジェクトごとの緊急転居方針を策定し、地域の支援団体と連絡を取る時間が含まれます。この負担見積りの妥当性に関するご意見、負担軽減のためのご提案は、Reports Management Officer, QDAM, Department of Housing and Urban Development, 451 7th Street, SW, Washington, DC 20410までお寄せください。本書は計画書見本であり、VAWA対象プログラムの対象住宅提供者は、24 CFR 5.2005(e)により義務付けられている独自の緊急転居計画書を作成するにあたり、本見本を裁量により参考として使用することができます。HUDには緊急転居計画書を収集する意図はありませんが、規制遵守の確認を目的として、これらの計画書を閲覧する場合があります。連邦機関は、現在有効な行政管理予算局の管理番号が表示されていない限り、この情報を収集することはできず、このフォームに記入する必要はありません。
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